
令和６年度
介護保険報酬改定説明会

令和６年３月２１日

大田区介護保険課

※ 地域密着型通所介護については、居宅サービスの「通所介護」と合わせて説明しています。

地域密着型サービス
夜間対応型訪問介護



夜間対応型訪問介護

１ 業務継続計画（BCP)未策定減算について

２ 高齢者虐待防止の推進、身体的拘束等の適正化の推進

３ 認知症専門ケア加算について

４ 口腔連携強化加算について

５ 処遇改善加算について

６ テレワークの取扱いについて（資料無し）

７ 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び

中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

８ 特別地域加算の対象地域の見直し（資料無し）

９ 基本報酬の見直し



業務継続計画（BCP）
未策定減算について

感染症や災害が発生した場合で
あっても、必要な介護サービスを継
続的に提供できる体制を構築するた
め、業務継続に向けた計画の策定の
徹底を求める観点から、感染症若し
くは災害のいずれか又は両方の業務
継続計画が未策定の場合、基本報酬
を減算する。

夜間対応型訪問介護

訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援については、令
和７年３月３１日までの間、減算を適用しない。

R6.1.22 厚生労働省介護給付費分科会資料より

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービ
ス提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の
業務再開を図るための計画を策定すること。
・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること。

以下の基準を満たしていない場合に減算



高齢者虐待防止の推進、
身体的拘束等の適正化の推進

 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ
ビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催しその
結果について従業者に周知徹底する。

 虐待の防止のための指針を整備する。

 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に
実施する。

 適切に実施するための担当者を置く。

〇高齢者虐待防止措置未実施減算を新設

▶ 所定単位数の 100分の１減算

〇身体的拘束等の適正化

利用者又は他の利用者等の生命又は身
体を保護するため緊急やむを得ない場合
を除き、身体的拘束等を行ってはならな
い。

高齢者虐待防止措置未実施減算

以下の措置が講じられていない場合には減算

身体的拘束等の適正化

 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す
るため緊急やむを得ず身体拘束を行う場合、その
態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由を記録しなければならな
い。

夜間対応型訪問介護



認知症ケア加算について

認知症高齢者の重症化の緩和や日常生
活自立度Ⅱの者に対して適切に認知症
の専門ケアを行うことを評価する観点
から、利用者の受け入れに関する要件
を見直す。

単位数 変更なし

認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位／日
認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位／日
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夜間対応型訪問介護

▶夜間対応型訪問介護（Ⅱ）については
認知症専門ケア加算（Ⅰ） ９０単位／月
認知症専門ケア加算（Ⅱ） １２０単位／月



処遇改善加算について ①

現行の、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算

を一本化し、新たに４段階の介護職員等処遇改善加算とする。

この改定は令和６年６月１日施行とし、令和６年４月、５月は現行と同じ処遇改善加算を算定する。

〇新加算については、職種に着目した配分ルールは設けず、事業所内で柔軟な配分を認める。

〇新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の1/2以上を月額賃金

の改善に充てることを要件とする。

これまでベースアップ等支援加算を取得していない事業所が、一本化後の新加算を取得する場合は、収入として新
たに増加するベースアップ等支援加算相当分については、その2/3以上を月額賃金の改善として新たに配分することを
求める。

訪問介護



処遇改善加
算について
②



処遇改善加算について ③

新加算等の申請等に係る
提出物の提出期限一覧

サービス種類ごと
の加算率一覧



特別地域加算
中山間地域等の小規模事業所加算
中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の地域の明確化
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夜間対応型訪問介護



夜間対応型訪問介護 基本報酬

区分 現行 ➡ 改定後

夜間対応型訪問介護（Ⅰ）【定額】+【出来高】

【定額】
基本夜間対応型訪問介護費
（オペレーションサービス部分）

１０２５単位 ➡ ９８９単位

【出来高】
定期巡回サービス費
（訪問サービス部分）

３８６単位 ➡ ３７２単位

随時訪問サービス費（Ⅰ）
（訪問サービス部分）

５８８単位 ➡ ５６７単位

随時訪問サービス費（Ⅱ）
（訪問サービス部分）

７９２単位 ➡ ７６４単位

夜間対応型訪問介護（Ⅱ）【包括報酬】 ２８００単位 ➡ ２７０２単位

夜間対応型訪問介護については、処遇改善加算について、今回の改定で高い加算率としており、賃金
体系等の整備、一定の月額賃金配分等により、まずは14.5％から、経験技能のある職員等の配置によ
る最大24.5％まで、取得できるように設定している。


